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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、書面交付

請求をいただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）

への記載を省略しております。

なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の

皆様に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお

送りいたします。

第40回定時株主総会の招集に際しての

電子提供措置事項

●事業報告

「主要な営業所」

「使用人の状況」

「主要な借入先の状況」

「その他企業集団の現況に関する重要な事項」

「株式の状況」

「その他株式に関する重要な事項」

「新株予約権等の状況」

「会計監査人の状況」

「業務の適正を確保するための体制」

「業務の適正を確保するための体制の運用状況」

「会社の支配に関する基本方針」

「剰余金の配当等の決定に関する方針」

●連結計算書類

「連結株主資本等変動計算書」

「連結注記表」

●計算書類

「株主資本等変動計算書」

「個別注記表」

第40期

（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

株式会社アールシーコア
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主要な営業所

会 社 名 事 業 所 名 所 在 地

株式会社アールシーコア

本 社 東京都渋谷区

B E S S  M A G M A 東京都目黒区

多 摩 営 業 所 東京都昭島市

藤 沢 営 業 所 神奈川県藤沢市

フェザント山中湖 山梨県南都留郡山中湖村

会 社 名 事 業 所 名 所 在 地

株式会社BESSパートナーズ

本 社 東京都渋谷区

熊 谷 営 業 所 埼玉県熊谷市

つ く ば 営 業 所 茨城県つくば市

富 士 営 業 所 静岡県富士市

浜 松 営 業 所 静岡県浜松市

東 愛 知 営 業 所 愛知県豊田市

糸 島 営 業 所 福岡県福岡市

熊 本 営 業 所 熊本県熊本市

株式会社BESS札幌 本 社 北海道江別市

株式会社BESS岐阜 本 社 岐阜県岐阜市

⑴ 主要な営業所（2025年３月31日現在）

① 当社

（注）１．BESS MAGMA（東京都目黒区）は、2025年３月31日をもって閉鎖いたしました。

２．上記のほか、木更津営業所（千葉県木更津市）を2025年４月26日に開設いたしました。

② 子会社

－ 1 －
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使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

事 業 区 分 使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

直 販 部 門 55（４）名 ４名増（２名増）

販 社 部 門 55（４）名 なし（１名減）

Ｂ Ｅ Ｓ Ｓ パ ー ト ナ ー ズ 88（６）名 １名減（２名増）

全 社 （ 共 通 ） 19（７）名 １名減（１名減）

合 計 217（21）名 ２名増（２名増）

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

129（15）名 ３名増（なし） 39.9歳 9.6年

⑵ 使用人の状況（2025年３月31日現在）

① 企業集団の使用人の状況

（注）１. 使用人数は、就業員数であり、当社グループから当社グループ外への出向者は含んでおりませ

ん。臨時雇用者数（契約社員、人材会社からの派遣社員を含む。）は、（　）内に１年間の平

均人員を外数で記載しております。

２. 「全社（共通）」として記載している使用人数は、特定の事業に区分できない管理部門に所属

している者であります。

② 当社の使用人の状況

（注）使用人数には、当社から当社外への出向者は含んでおりません。臨時雇用者数（契約社員、人材会

　　　社からの派遣社員を含む。）は、（　）内に１年間の平均人員を外数で記載しております。

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 513,123千円

⑶ 主要な借入先の状況（2025年３月31日現在）

⑷ その他企業集団の現況に関する重要な事項

　当社は、代官山資産の売却（2023年４月）により得た資金を金融機関への借入返済に充当

したうえで、一定の水準の手元資金を確保しており、財務面では安定した状況となっており

ます。しかしながら、５期連続の営業損失を計上していることから、早期の業績回復が重要

な課題と認識しております。当事業年度後半には受注高に回復の兆しがみえてきております

ので、引き続き収益力を強化してまいります。

　さらに、事業報告１．企業集団の現況(4)対処すべき課題に記載した取り組みを推進するこ

とにより、営業利益の確保を早期に実現する所存であります。

　以上から、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないものと判断しておりま

す。

－ 2 －
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株式の状況、その他株式に関する重要な事項、新株予約権等の状況、会計監査人の状況、業務の適正を確保す
るための体制及び当該体制の運用状況、会社の支配に関する基本方針、剰余金の配当等の決定に関する方針

① 発行可能株式総数 12,000,000株

② 発行済株式の総数 4,536,400株

③ 株主数 3,614名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

二 木 　 浩 三 817,900株 18.03％

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行
（ 信 託 E 口 ）

292,700 6.45

谷 　 　 秋 子 276,900 6.10

ア ー ル シ ー コ ア 社 員 持 株 会 222,800 4.91

脇 阪 　 勉 199,300 4.39

あ お む し 持 株 会 177,800 3.92

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（役員報酬ＢＩＰ信託口・７６０９６口）

125,461 2.77

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 100,000 2.20

石 井 　 陽 子 99,500 2.19

安 田 　 秀 子 96,800 2.13

⑸ 株式の状況（2025年３月31日現在）

④ 大株主（上位10名）

（注）１.元代表取締役会長二木浩三氏は2024年12月11日に逝去しましたが、2025年３月31日時点におい

         ては相続手続きが未了のため、同日現在の株主名簿に基づき記載しております。

２.持株比率は、自己株式（232株）を控除して計算しております。

なお、当該自己株式には、「株式給付信託（ESOP-RS）」導入において設定した株式会社日本

カストディ銀行（信託E口）が保有する当社株式292,700株、「役員報酬BIP信託」導入におい

て設定した日本マスタートラスト信託銀行株式会社（役員報酬BIP信託口・76096口）が保有す

る当社株式125,461株は含まれておりません。

３.あおむし持株会は、当社と取引のある法人又は個人を会員とする持株会であります。

⑹ その他株式に関する重要な事項

① 社員向け株式給付信託制度

当社は、2024年２月14日開催の取締役会決議において、従来の株式給付信託（J-ESOP）

に代えて、当社の株価や業績と社員の処遇との連動性をより高め、経済的な効果を株主の

皆様と共有することにより、株価及び業績向上への社員の意欲や士気をより一層高めるた

め、社員に給付する株式に一定の期間の譲渡制限を付す譲渡制限付株式給付信託制度

（ESOP-RS）を2024年４月１日より導入しております。

本制度は、当社が定めた譲渡制限付株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした当社

の社員に対し当社株式を給付する仕組みです。当社は、社員に対し個人の在籍年数及び貢

献度等に応じて、同規程に定める一定の条件により受給権を取得したときに当社株式を給

付します。

社員に対し給付する株式については、予め信託設定した金銭により将来分も含めて取得

し、信託財産として分別管理するものとします。

当事業年度末日（2025年３月31日）に当該信託が保有する当社株式数は292,700株であり

ます。

なお、2024年４月以降、従来の株式給付信託（J-ESOP)のポイント付与は停止しておりま

－ 3 －
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株式の状況、その他株式に関する重要な事項、新株予約権等の状況、会計監査人の状況、業務の適正を確保す
るための体制及び当該体制の運用状況、会社の支配に関する基本方針、剰余金の配当等の決定に関する方針

す。

② 役員向け業績連動型株式報酬制度

当社は、2017年６月15日開催の第32回定時株主総会決議により、取締役（監査等委員で

ある取締役、社外取締役及び海外居住者を除く。以下同じ。）を対象に中期的な業績向上

と企業価値増大への貢献意識を高めることを目的として、業績連動型株式報酬制度を導入

しております。

本制度は、役員報酬BIP（Board Incentive Plan)信託（以下「BIP信託」という。）と称

される仕組みを採用しております。BIP信託とは、業績の目標達成度及び役位に応じて、当

社株式及び当社株式の換価処分金相当額の金銭（以下「当社株式等」という。）を取締役

に交付及び給付（以下「交付等」という。）する制度です。2021年３月31日で終了する事

業年度から2023年３月31日で終了する事業年度までの３事業年度を対象として、（a）当社

が毎事業年度の最初に公表する当社の決算短信において開示される業績の予想値に対する

達成度、（b）(中期経営計画の最終事業年度については（a）に加え）中期経営計画の業績

目標に対する達成度及び（c）役位に応じて、退任時に役員報酬として当社株式等の交付等

を行います。

当事業年度末日（2025年３月31日）に当該信託が保有する当社株式数は125,461株であり

ます。

なお、2023年５月15日開催の取締役会決議により、2023年８月末日終了の信託契約の更

新を見送り、2024年４月以降、新たなポイント（株式）の付与を停止しております。

⑺ 新株予約権等の状況（2025年３月31日現在）

　該当事項はありません。

報 酬 等 の 額

当 事 業 年 度 に 係 る 会 計 監 査 人 の 報 酬 等 の 額 23,500千円

当 社 及 び 子 会 社 が 会 計 監 査 人 に 支 払 う べ き
金 銭 そ の 他 の 財 産 上 の 利 益 の 合 計 額

23,500

⑻ 会計監査人の状況

① 名称　　UHY東京監査法人

② 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく

監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度

に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算

出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の

額について同意の判断をいたしました。

③ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査等委員会は、会社都合の場合のほか、会計監査人に会社法・公認会計士法等の法令

に違反・抵触した行為又は公序良俗に反する行為があったと判断した場合において、その

－ 4 －
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株式の状況、その他株式に関する重要な事項、新株予約権等の状況、会計監査人の状況、業務の適正を確保す
るための体制及び当該体制の運用状況、会社の支配に関する基本方針、剰余金の配当等の決定に関する方針

事実に基づき当該会計監査人の解任又は不再任の検討を行い、解任又は不再任が妥当と判

断したときには、監査等委員会の規程に則り、株主総会に提出する「会計監査人の解任又

は不再任」に関する議案の内容を決定いたします。

④ 責任限定契約の内容の概要

　当社と会計監査人UHY東京監査法人とは、会社法第427条第１項の規定により、任務を怠

ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償

責任の限度額は、法令が定める範囲内となります。

 ⑼ 業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業

務の適正を確保するための体制の概要は以下の通りであります。

①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

イ．法令・定款及び社内規程（以下「法令等」と総称する。）の遵守を徹底するため、総

務担当取締役をコンプライアンスの責任者に任用し、コンプライアンス規程及びコンプ

ライアンスマニュアルを作成するとともに、取締役及び使用人が法令等に違反する行為

を発見した場合の報告体制として構築した内部通報制度を活用しております。

ロ．取締役社長を委員長としコンプライアンス責任者が事務局を管掌するコンプライアン

ス委員会を設置し、法令等の遵守状況を監視するとともに、体制や施策について審議を

行っております。

ハ．当社の部門責任者及び子会社の取締役は、担当部署又は子会社のコンプライアンスマ

ニュアルの実施状況を管理・監督するとともに、コンプライアンス規程に従い、担当部

署又は子会社の使用人に対し、内部通報制度及び通報窓口の周知徹底を図っておりま

す。

ニ．内部通報制度の運用に当たり、リーニエンシー（通報者に対する処分の減免）を採り

入れることにより、当該制度の実効性を高めております。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

イ．職務の執行に係る文書その他の情報につき、文書管理及び営業秘密管理等に関する規

程並びにそれに関連する各管理マニュアルに従い適切に保存及び管理(廃棄を含む。)の

運用を実施し、必要に応じて運用状況の検証、各規程等の見直し等を行っております。

ロ．前項に係る事務は、総務担当取締役の管掌において総務部門が所管し、運用状況の検

証及び各規程等の見直し等の経過について、経営会議に報告いたします。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ．当社は、取締役社長に直属する部署として、内部監査部門を設置しております。

ロ．内部監査部門は、定期的に業務監査実施項目及び実施方法を検討し、監査実施項目に

漏れがないか否かを確認し、監査方法の改訂を行っております。

ハ．当社は、内部監査部門の監査その他により法令等違反その他の事由に基づき損失の危

険のある業務執行行為が発見された場合、発見された危険の内容及びそれが引き起こす

損失の程度等について直ちに取締役社長を委員長とするリスク管理委員会及び担当部署

に通報する体制を構築しております。

ニ．リスク管理委員会は、取締役及び部門責任者を構成員とし、リスク管理規程の整備及

び運用状況の確認、損失の危険の管理に資する予防措置及び事後処理要領の審議等を行
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株式の状況、その他株式に関する重要な事項、新株予約権等の状況、会計監査人の状況、業務の適正を確保す
るための体制及び当該体制の運用状況、会社の支配に関する基本方針、剰余金の配当等の決定に関する方針

っております。

④　当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

イ．当社が重要な意思決定を行うに際し、多面的な検討を経て慎重に決定するため、取締

役等を構成員とする経営会議等、目的に応じた会議体や委員会を組織し、審議を行って

おります。

ロ．当社及び子会社の取締役は、職務権限及び妥当な意思決定ルールを制定し、各々の規

程に基づいて職務を執行しております。

⑤　当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

イ．当社は毎月１回程度開催する経営会議において、重要な子会社に対し、経営成績、財

務状況その他重要な事項について、当社への定期的な報告を実施させております。

ロ．経営企画担当取締役は内部監査部門と協力し、子会社におけるリスク情報の有無を半

期又は四半期毎に監査しております。

ハ．当社は、子会社に損失の危険が発生したことを把握した場合には、当該危険の内容、

発生する損失の程度及び当社に対する影響等について、直ちに当社のリスク管理委員会

及び担当部署に報告がなされる体制を構築しております。

ニ．当社と子会社との間における不適切な取引又は会計処理を防止するため、内部監査部

門は子会社との取引等に関する監査を行っております。

⑥　監査等委員会がその職務を補助すべき取締役及び使用人を置くことを求めた場合におけ

る当該取締役及び使用人に関する事項

　監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人は、監査等委員会事務局に所属する

こととしております。

⑦　監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人の他の取締役（監査等委員である取

締役を除く。）からの独立性及び当該補助すべき取締役及び使用人に対する指示の実効性

の確保に関する事項

イ．監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人は、監査等委員会の指揮命令に従

うこととしております。

ロ．監査等委員会の職務を補助すべき使用人の異動及び懲戒等は、事前に監査等委員会の

同意を得るものとしております。

⑧　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人並びに子会社の取締役、

監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が監査等委員会に報告するための体

制その他の監査等委員会への報告に関する体制

イ．取締役会は、監査等委員会と協議のうえ、当社の取締役（監査等委員である取締役を

除く。）及び使用人並びに子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告

を受けた者が監査等委員会に報告すべき事項に関する規程を制定しております。

ロ．当社は、監査等委員会が前項の報告を受けるための体制を整備しております。

⑨　監査等委員会へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けない

ことを確保するための体制

　当社及び子会社は、当社の監査等委員会へ報告を行った者に対し、当該報告をしたこと

を理由として不利な取扱いを行うことを禁止しております。

⑩　監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について
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株式の状況、その他株式に関する重要な事項、新株予約権等の状況、会計監査人の状況、業務の適正を確保す
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生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務

の処理に係る方針に関する事項

　当社は、監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）

について生ずる費用等を支弁するため、毎年、一定額の予算を設けております。また、当

社は、監査等委員がその職務の執行について、費用の前払又は支払請求をしたときは、そ

の費用が監査等委員の職務の執行に必要でないことを証明した場合を除き、前払又は支払

を行っております。

⑪　その他監査等委員の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査等委員会は、取締役社長、会計監査人及び重要な子会社の役員とそれぞれ定期的に

意見交換会を開催しております。

⑫　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

イ．反社会的勢力とは、取引関係を含め一切の関係を遮断するとともに、不当な要求は断

固として拒絶することをコンプライアンスマニュアルに定め、周知徹底を図っておりま

す。

ロ．反社会的勢力との関係を遮断するための体制の整備は、総務担当取締役の管掌におい

て総務部門が主管し、前項の取組みを組織的に支援するほか、関係遮断プログラムの整

備、外部専門機関との連携等を行うものとします。

 ⑽ 業務の適正を確保するための体制の運用状況

　当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は次の通りであり

ます。

①　職務の執行の効率性の確保について

　　当社は、取締役会の決議により、重要な業務執行の一部を経営会議又は取締役に委任

し、効率的な意思決定を行っています。取締役会は８回開催し、当社グループの四半期経

営成績が報告されたほか、代表取締役の交代、取締役会規程の改訂等について審議しまし

た。

②　コンプライアンスに関する取り組みについて

　コンプライアンス委員会を開催し、法令等の遵守状況を監視するとともに、体制や施策

について審議しました。また、コンプライアンス規程に従い、使用人に対し、内部通報制

度及び通報窓口の周知徹底を行いました。

③　リスク管理体制に関する運用状況について

　　リスク管理委員会を開催し、リスク管理規程の運用状況の確認、リスク管理に資する予

防措置や事後処理要領の審議等を行いました。

④　監査等委員会に関する運用状況について

　監査等委員は、取締役会、経営会議、リスク管理委員会等の重要な会議への出席等を通

じ、取締役及び部門責任者等から業務執行状況の報告を受けるととともに、その意思決定

の過程や内容について監督を行っています。また、取締役社長、会計監査人及び重要な子

会社の役員と定期的に意見交換を行うほか、取締役との個別面談を行い、内部監査部門が

行った監査に関する報告を受けるなど、当社グループ全体で効果的な監査が実行可能な体
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制を構築しています。

⑾ 会社の支配に関する基本方針

　当社は、会社の支配に関する基本方針を重要な事項と認識しており、継続的に検討してお

りますが、現時点では同意なき買収への対抗措置を導入いたしておりません。

 

⑿ 剰余金の配当等の決定に関する方針

①　配当金を含めた利益還元につきまして、重要な経営課題として認識しております。連結

純資産配当率（DOE）を重視した長期的な視点での安定的配当を行うことを基本方針とし、

株主の皆様のご期待に沿うよう適切な利益還元に努めるとともに、将来の事業展開と経営

体質の強化のために必要な内部留保の確保にも配慮していく考えであります。

②　当社は、2014年６月12日開催の第29回定時株主総会において、剰余金の配当等を取締役

会の決議によって決定できる旨を決議いただき、その旨を定款第40条に定めております。

　当事業年度の期末配当につきましては、2025年５月15日開催の取締役会の決議により、

誠に遺憾ながら無配とさせていただきます。

（注）１. 本事業報告に記載の金額、販売量及び株数については表示単位未満を切り捨て、また比率につ

いては、表示単位未満を四捨五入して表示しております。

２. 記載の金額には、消費税等は含まれておりません。
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連結株主資本等変動等計算書

（ 2024年４月１日から
2025年３月31日まで ）

（単位：千円）

株主資本

資本金
資本

剰余金
利益

剰余金
自己
株式

株主資本
合計

2024年４月１日残高 671,858 730,402 1,903,101 △383,526 2,921,836

連結会計年度中の変動額

親会社株主に帰属する当期純利益 － － △530,768 － △530,768

自己株式の取得 － － － △12,354 △12,354

自己株式の処分 － △30,017 － 48,125 18,108

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額(純額)

－ － － － －

連結会計年度中の変動額合計 － △30,017 △530,768 35,771 △525,015

2025年３月31日残高 671,858 700,385 1,372,333 △347,755 2,396,821

その他の包括利益
累計額

純資産合計
繰延ヘッジ

損益
その他の包括
利益累計額合計

 2024年４月１日残高 47,218 47,218 2,969,055

連結会計年度中の変動額

親会社株主に帰属する当期純利益 － － △530,768

自己株式の取得 － － △12,354

自己株式の処分 － － 18,108

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額(純額)

△47,218 △47,218 △47,218

連結会計年度中の変動額合計 △47,218 △47,218 △572,234

2025年３月31日残高 － － 2,396,821

連結株主資本等変動計算書
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連結注記表

連結注記表

１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の状況

　連結子会社の数 ３社

　連結子会社の名称 株式会社ＢＥＳＳパートナーズ（以下、ＢＰ社）

株式会社ＢＥＳＳ札幌

株式会社ＢＥＳＳ岐阜

② 非連結子会社の状況

　　主要な非連結子会社の名称 株式会社フェザントタイムシェアマネジメント

株式会社ＲＣビジネスサポート

　非連結子会社の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等は、いずれも連結計算書類に重

要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。

(2) 持分法の適用に関する事項

　持分法を適用していない非連結子会社（株式会社フェザントタイムシェアマネジメント他１

社）は、当期純損益及び利益剰余金等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性が無いため、持分法の適用範囲から除外してお

ります。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. 有価証券

　その他有価証券

　　 市場価格のない株式等 移動平均法による原価法によっております。

ロ. 棚卸資産

商品 　主として個別法による原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切り下げの方法）によっております。

貯蔵品 　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）によっております。

仕掛販売用不動産 　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切り下げの方法）によっております。

未成工事支出金 　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切り下げの方法）によっております。
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② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ. 有形固定資産（リース資産を除

く）

　定率法によっております。

　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設

備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設

備・構築物、及び展示場の資産については、定額法によって

おります。

　なお、主な耐用年数は次の通りであります。

　　建物及び構築物　　　　　２～40年

ロ. 無形固定資産（リース資産を除

く）

　定額法によっております。

　なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内にお

ける利用可能期間に基づく定額法によっております。

ハ. リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を

採用しております。

③ 重要な引当金の計上基準

イ. 貸倒引当金 　債権の貸倒による損失に備えるため､一般債権については

貸倒実績率に基づいて計上し、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上し

ております。

ロ. 賞与引当金 　ＢＰ社は、賞与の支出に備えるため、当連結会計年度末に

おける支給見込額を計上しております。

ハ. 株式給付引当金 　当社は、株式給付規程に基づく従業員への当社株式の給付

に備えるため、当連結会計年度末における株式給付債務の見

込額に基づき計上しております。

ニ. 役員株式給付引当金 　当社は、株式交付規程に基づく役員への当社株式の交付に

備えるため、当連結会計年度末における株式給付債務の見込

額に基づき計上しております。

④ 重要な収益及び費用の計上基準

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を適用しており、

約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取る

と見込まれる金額で収益を認識しております。
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⑤ 退職給付に係る会計処理の方法

　当社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給

額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑥ 重要な外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　当社は、外貨建金銭債権債務については、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しております。

⑦ その他連結計算書類作成のための重要な事項

　消費税等の会計処理 税抜方式によっております。

（重要な会計上の見積り）

　会計上の見積りは、連結計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出して

おります。当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、

翌年度の連結計算書類に重要な影響を及ぼすリスクがある項目は以下の通りであります。

（繰延税金資産の回収可能性）

（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　繰延税金資産は、将来加算一時差異のスケジューリング等に基づき回収が見込まれる金額

を除き評価性引当額を控除しており、繰延税金負債との相殺後に計上された残高はありませ

ん。

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　繰延税金資産を計上するためには回収可能性の検討が必要なため、収益力に基づく将来の

課税所得の十分性について慎重に見積りを行う必要があります。

　当社では、展示場来場者数の動向も考慮したうえで受注棟数、売上回転率（契約～着工～

引渡しに掛かる工期）、受注単価、想定粗利益率等の項目ごとに仮定を設け、さらに当社グ

ループの過去の実績推移等も反映し将来課税所得の見積りを行いました。

　なお、将来減算一時差異と相殺できない将来加算一時差異に基づくものは、連結貸借対照

表上の固定負債その他として繰延税金負債を計上しております。

　しかしながら、繰延税金資産の回収可能性は将来の課税所得の見積りに依存するため、見

積りの前提となる条件や仮定に変更が生じた場合には、翌年度以降の連結計算書類に影響す

る可能性があります。
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（会計方針の変更）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日）等を

当連結会計年度の期首から適用しております。なお、連結計算書類に与える影響はありません。

（表示方法の変更）

　　該当事項はありません。

（追加情報）
（社員向け株式給付信託制度）
　当社は、2024年２月14日開催の取締役会決議において、従来の株式給付信託（J-ESOP）に代え
て、当社の株価や業績と社員の処遇との連動性をより高め、経済的な効果を株主の皆様と共有す
ることにより、株価及び業績向上への社員の意欲や士気をより一層高めるため、社員に給付する
株式に一定の期間の譲渡制限を付す譲渡制限付株式給付信託制度（ESOP-RS）を2024年４月１日
より導入しております。

(1）取引の概要
　本制度は、当社が定めた譲渡制限付株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした当社の社
員に対し当社株式を給付する仕組みです。当社は、社員に対し個人の在籍年数及び貢献度等に
応じて、株式給付規程に定める一定の条件により受給権を取得したときに当社株式を給付しま
す。社員に対し給付する株式については、予め信託設定した金銭により将来分も含めて取得
し、信託財産として分別管理するものとします。

(2）信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資
産の部に自己株式として計上しております。当連結会計期間末の当該自己株式の帳簿価額及び
株式数は、210,732千円、292,700株であります。

（役員向け業績連動型株式報酬制度）
　当社は、2017年６月15日開催の取締役会決議により、取締役（監査等委員である取締役、社外
取締役及び海外居住者を除く。以下同じ。）を対象に中長期的な業績向上と企業価値増大への貢
献意識を高めることを目的として、業績連動型株式報酬制度を導入しております。

(1）取引の概要
　本制度は、役員報酬ＢＩＰ（Board Incentive Plan）信託（以下「ＢＩＰ信託」という。）
と称される仕組みを採用します。ＢＩＰ信託とは、欧米の業績連動型株式報酬（Performance 
Share）制度及び譲渡制限付株式報酬（Restricted Stock）と同様に、業績の目標達成度及び役
位に応じて、当社株式及び当社株式の換価処分金相当額の金銭（以下「当社株式等」とい
う。）を取締役に交付及び給付（以下「交付等」という。）する制度です。本制度は、2021年
３月31日で終了する事業年度から2023年３月31日で終了する事業年度までの３事業年度（以下
「対象期間」という。）（※）を対象として、（a）当社が毎事業年度の最初に公表する当社の
決算短信等において開示される業績の予想値に対する達成度、（b）（中期経営計画の最終事業
年度については（a）に加え）中期経営計画の業績目標に対する達成度及び（c）役位に応じ
て、退任時に役員報酬として当社株式等の交付等を行う制度です。
※なお、2023年５月15日開催の取締役会決議により、2023年８月末日終了予定の信託契約の

更新を見送り、2024年３月期以降、新たなポイント（株式）の付与を停止することといた
しました。

(2）信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資
産の部に自己株式として計上しております。当連結会計期間末の当該自己株式の帳簿価額及び
株式数は、136,820千円、125,461株であります。
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連結注記表

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 1,268,242千円
　　有形固定資産の減損損失累計額 795,856千円

　　住宅購入者のためのつなぎ融資に対する

債務保証
226,761千円

株 式 の 種 類
当連結会計年度

期首の株式数

当連結会計年度

増加株式数

当連結会計年度

減少株式数

当連結会計年度末

の株式数

発 行 済 株 式

　普通株式
4,536,400株 －株 －株 4,536,400株

自 己 株 式

　普通株式
438,770株 26,200株 46,577株 418,393株

該当事項はありません。

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

該当事項はありません。

２. 連結貸借対照表に関する注記

(2) 偶発債務

３. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）１. 自己株式の普通株式の増加は、株式給付ESOP信託口の買付けによる増加26,200株でありま

す。

２. 自己株式の普通株式の減少は、株式給付信託制度に基づき退職社員へ当社株式を給付したこ

とによる減少7,200株、及び業績連動型株式報酬制度に基づき退任役員へ金銭給付を行うた

めに市場売却したことによる減少39,377株であります。

(2) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等
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連結注記表

４. 金融商品に関する注記

（1）金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取り組み方針

　当社グループは、一時的な余剰資金は安全性の高い金融資産に限定して運用しております。

また、事業計画等に照らして、必要に応じ銀行借入等により資金を調達しております。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である売掛金及び完成工事未収入金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、

回収までの期間は概ね短期であります。また、担当事業部門において取引相手ごとに期日及び

残高を管理し、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

　営業債務である買掛金及び工事未払金は、そのほとんどが２ヵ月以内の支払期日でありま

す。

　未払法人税等は、ほぼ全てが２ヵ月以内に納付期限が到来するものであります。

　長期借入金の償還日は最長で決算日後10年４ヵ月であります。長期借入金は、金利の変動リ

スクに晒されておりますが、金利スワップを利用し、リスクヘッジを行っております。また、

資金調達に係る流動性リスクについては、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰

計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより管理しております。

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定におい

ては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用する事により、当該価額が変動

することがあります。
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連結注記表

連結貸借対照表

計上額（千円）

時価

（千円）

差額

（千円）

　長期借入金（１年内返済予定の長期借

入金を含む）
637,271 641,686 4,415

負債計 637,271 641,686 4,415

連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 20,000

１年以内

（千円）

１年超

５年以内

（千円）

５年超

10年以内

（千円）

　長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む） 86,689 272,151 278,431

合計 86,689 272,151 278,431

（2）金融商品の時価等に関する事項

　2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りで

あります。

（注）１. 金融商品の時価の算定方法

　　　「現金及び預金」、「売掛金及び完成工事未収入金」、「買掛金及び工事未払金」、「短期借入

　　金」、及び「未払法人税等」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するも

　　のであることから、記載を省略しております。

２.市場価格のない株式等については、上表には含めておりません。当該金融商品の連結貸借対

 照表計上額は以下の通りであります。

３. 長期借入金の連結決算日後の返済予定額

－ 16 －
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連結注記表

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金（１年内返済予定

の長期借入金を含む）
－ 641,686 － 641,686

負債計 － 641,686 － 641,686

４．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の

３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定し

た時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて

算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ

トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類

しております。

（1）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

　　該当事項はありません。

（2）時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（単位：千円）

(注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）

　これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基

に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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（単位：千円）

報告セグメント 連結

損益計算書

計上額直販部門 販社部門 ＢＰ社 計

 一時点で移転される財 773,233 2,295,516 319,277 3,388,027 3,388,027

 一定の期間にわたり

 移転される財
3,655,880 534,837 3,411,494 7,602,213 7,602,213

 顧客との契約から

 生じる収益
4,429,114 2,830,353 3,730,771 10,990,240 10,990,240

 その他の収益 － 150 － 150 150

 外部顧客への売上高 4,429,114 2,830,504 3,730,771 10,990,391 10,990,391

当連結会計年度

　顧客との契約から生じた債権 　　　　　　794,668　千円

　契約負債 　　　　　　241,563

５.収益認識に関する注記

　(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

当社グループの主要な事業はＢＥＳＳ事業であります。事業内容はエンドユーザーを顧客とする

直販部門及びＢＰ社と、全国の地区販社を顧客とする販社部門に区分されます。

直販部門及びＢＰ社の主な事業内容は、ログハウス等の工事請負、宅地の開発・販売、メンテナ

ンス・リフォーム工事の請負等であり、新築工事に関しては、一定の期間にわたり履行義務が充足

すると考えられることから、工事の進捗度を見積り、一定の期間にわたり収益を認識しておりま

す。また、工期の短いメンテナンス工事や宅地・関連商品の販売に関しては、工事の完了又は目的

物の引渡しをもって履行義務が充足することから、一時点で収益を認識しております。

販社部門の主な事業は、ＢＥＳＳブランドと販売システムの提供、ログハウス等の部材販売、そ

の他関連商品の販売等であります。販社部門におけるブランドライセンスの提供等は、一定の期間

にわたり履行義務が充足すると考えられることから、販社基本契約に基づいて収受される金額の発

生に応じて収益を認識しております。また、キット部材等の販売については、納品の完了をもって

履行義務が充足するため、一時点で収益を認識しております。

また、収益は顧客との契約において約束された対価から返品、値引き及び割戻し等を控除した金

額で測定しております。なお取引の対価は履行義務を充足してから1年以内に受領しており、重要

な金融要素は含まれておりません。

　(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

契約負債は主に、商品またはサービスの引渡完了前に顧客から受け取った対価であります。

顧客との契約から生じた債権及び契約負債は以下の通りであります。

当連結会計年度に認識された収益のうち、期首現在の契約負債の残高が含まれている金額に重要

性はありません。なお、当連結会計年度において、過去の期間に充足した履行義務から認識した収

益の額には重要性はありません。
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連結注記表

(1)１株当たり純資産額 582円03銭

(2)１株当たり当期純利益 △130円13銭

期首残高 186,148千円

時の経過による調整額 797千円

期末残高 186,945千円

６．１株当たり情報に関する注記

７. 重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

８. 資産除去債務に関する注記

　　資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

（1）当該資産除去債務の概要

　本社等の不動産賃貸契約に伴う原状回復義務等であります。

（2）当該資産除去債務の金額の算定方法

　使用見込期間を取得から主に２～30年と見積り、割引率は0.0％～1.019％を使用して資産除去

債務の金額を計算しております。

（3）当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

９. その他の注記

　　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（ 2024年４月１日から
2025年３月31日まで ）

（単位：千円）

株主資本

資本
金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他
資本

剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他

利益

剰余金
利益

剰余金
合計繰越

利益
剰余金

2024年４月１日残高 671,858 730,303 99 730,402 23,280 1,935,462 1,958,743

事業年度中の変動額

当期純利益 － － － － － △435,618 △435,618

自己株式の取得 － － － － － － －

自己株式の処分 － － △30,017 △30,017 － － －

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
(純額)

－ － － － － － －

事業年度中の変動額合計 － － △30,017 △30,017 － △435,618 △435,618

2025年３月31日残高 671,858 730,303 △29,918 700,385 23,280 1,499,844 1,523,124

株主資本 評価・換算差額等
純資産
合計自己

株式
株主資本
合計

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等
合計

2024年４月１日残高 △383,526 2,977,478 47,218 47,218 3,024,697

事業年度中の変動額

当期純利益 － △435,618 － － △435,618

自己株式の取得 △12,354 △12,354 － － △12,354

自己株式の処分 48,125 18,108 － － 18,108

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
(純額)

－ － △47,218 △47,218 △47,218

事業年度中の変動額合計 35,771 △429,864 △47,218 △47,218 △477,083

2025年３月31日残高 △347,755 2,547,613 － － 2,547,613

株主資本等変動計算書
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個別注記表

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を

　　除く）

　定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降

に取得した建物附属設備・構築物、及び展示場の資産について

は定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

　建物　２～40年

② 無形固定資産（リース資産を

　　除く）

　定額法によっております。なお、ソフトウエア（自社利用

分）については、社内における利用可能期間に基づく定額法に

よっております。

個別注記表

１. 重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

　　子会社株式 移動平均法による原価法によっております。

　　その他有価証券

　　　市場価格のない株式等 移動平均法による原価法によっております。

② 棚卸資産

　商品 　主として個別法による原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）によっております。

　貯蔵品 　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）によっておりま

す。

　仕掛販売用不動産 　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切り下げの方法）によっております。

　未成工事支出金 　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切り下げの方法）によっております。

③ リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採

用しております。
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(3）引当金の計上基準

① 貸倒引当金 　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率に基づいて計上し、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しております。

② 退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における自己都合

退職による期末要支給額を計上しております。

③ 株式給付引当金 　株式給付規程に基づく従業員への当社株式の給付に備えるため、

当事業年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しており

ます。

④ 役員株式給付引当金 　株式交付規程に基づく役員への当社株式の交付に備えるため、当

事業年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しておりま

す。

(4）収益及び費用の計上基準

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を適用しており、約

束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見

込まれる金額で収益を認識しております。

(5）その他計算書類作成のための基本となる事項

　消費税等の会計処理 税抜方式によっております。
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項目 当事業年度

貸倒引当金（流動資産） 53,446千円

貸倒引当金（固定資産） 1,473,586千円

（重要な会計上の見積り）

　会計上の見積りは、計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しており

ます。当事業年度の計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌事業年度の

計算書類に重要な影響を及ぼすリスクがある項目は以下の通りであります。

　（繰延税金資産の回収可能性）

（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

　繰延税金資産は、将来加算一時差異のスケジューリング等に基づき回収が見込まれる金額を

除き評価性引当額を控除しており、繰延税金負債との相殺後に計上された残高はありません。

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　連結注記表「重要な会計上の見積り」に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略し

ております。

　（金銭債権の回収可能性）

（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　この会計上の見積りは、当社の保有する金銭債権等の回収可能性について貸倒実績率及び

個別案件ごとの検討を行なっております。その結果、業績不振が継続している一部の取引先

法人において実質的に債務超過に陥っている状況であると認められたこと、及び子会社にお

いて債務超過が継続していることから、該当する貸倒懸念債権について個別に貸倒引当金を

計上するとともに、それらを反映した貸倒実績率により一般債権に係る貸倒引当金を計上し

ております。

　なお、個別引当先の法人に対する金銭債権、及び子会社における債務超過額の減少又は増

加の状況が、翌事業年度の計算書類に影響を及ぼします。

（会計方針の変更）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日）等を

当事業年度の期首から適用しております。なお、計算書類等に与える影響はありません。

（表示方法の変更）

　　該当事項はありません。

（追加情報）
　（社員向け株式給付信託制度）

　（役員向け業績連動型株式報酬制度）

　上記２項目の追加情報につきましては、連結注記表「追加情報」に同一の内容を記載しており

ますので、注記を省略しております。
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(1) 有形固定資産の減価償却累計額 1,145,447千円

　　有形固定資産の減損損失累計額 646,238千円

　　株式会社ＢＥＳＳパートナーズにおける

金融機関からの借入れ及びリース取引に

対する債務保証

80,691千円

　　住宅購入者のためのつなぎ融資に対する

債務保証
226,761千円

① 短期金銭債権 241,026千円

②　長期金銭債権 1,200,000千円

③　短期金銭債務 53,066千円

④　長期金銭債務 10,000千円

3,593千円

２. 貸借対照表に関する注記

(2) 偶発債務

(3) 関係会社に対する金銭債権、債務は次の通りであります。

(4) 取締役及び執行役との間の取引による取締役及び執行役に対する金銭債務の総額
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　　売上高 1,602,982千円

　　仕入高 317,978千円

　　販売費及び一般管理費 54,907千円

（繰延税金資産）

　　　未払事業税否認 2,687千円

建物償却超過額 8,981千円

長期未払金否認 17,146千円

関係会社株式 150,741千円

未払賞与否認 33,723千円

貸倒引当金否認 481,320千円

退職給付引当金否認 24,030千円

株式給付引当金 31,127千円

資産除去債務 49,984千円

前受金否認 12,758千円

棚卸資産評価損否認 27,250千円

固定資産減損損失否認 176,124千円

税務上の繰越欠損金 136,671千円

その他 46,442千円

小計 1,198,992千円

評価性引当額 1,188,222千円

繰延税金資産合計 10,769千円

（繰延税金負債）

固定資産売却益調整 1,275千円

資産除去債務に対応する除去費用 9,353千円

株式給付信託口費用 11,821千円

繰延税金負債合計 22,451千円

繰延税金負債の純額 11,681千円

３. 損益計算書に関する注記

関係会社との取引高は次の通りであります。

営業取引による取引高

４. 株主資本等変動計算書に関する注記

　当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

　　普通株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　418,393株

５. 税効果会計に関する注記

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

６. 収益認識に関する注記

　　　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「5．収益認識に

関する注記」に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略しております。
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種 類 会 社 等 の 名 称

議 決 権 等
の 所 有
( 被 所 有 )
割 合 ( ％ )

関 連 当 事 者
と の 関 係

取 引 の 内 容
取 引 金 額
( 千 円 )

科 目
期 末 残 高
( 千 円 )

子会社
㈱ＢＥＳＳ

パートナーズ

 所有

　直接　100.0

BESS販社基本契約

商品の販売

商品の販売

工事契約の請負

ﾛｲﾔﾘﾃｨの受取等(注１)

資金の貸付(注２)

展示場賃料

債務保証(注３)

951,840

19,742

246,703

200,000

82,067

80,691

売掛金

関係会社　

長期貸付

金

183,873

1,200,000

子会社 ㈱ＢＥＳＳ札幌
 所有
　間接　100.0

BESS販社基本契約

商品の販売

商品の販売

工事契約の請負

ﾛｲﾔﾘﾃｨの受取等(注１)

191,119

5,282

54,709

売掛金 41,181

子会社 ㈱ＢＥＳＳ岐阜
 所有
　間接　100.0

BESS販社基本契約

商品の販売

商品の販売

ﾛｲﾔﾘﾃｨの受取等(注１)

95,827

37,758
売掛金 8,009

(1) １株当たり純資産額 618円65銭

(2) １株当たり当期純損失 106円80銭

期首残高 157,949千円

時の経過による調整額 631千円

期末残高 158,580千円

７. 関連当事者との取引に関する注記

　子会社等

（注） １. 価格その他の取引条件は、BESS販社基本契約に基づき他の販社と同様の条件で取引し

ております。

２. 貸付利息については、市場金利を勘案し利率を合理的に決定しております。

３. 金融機関からの借入れ及びリース取引に対して債務保証を行っております。

８. １株当たり情報に関する注記

９. 重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

10. 資産除去債務に関する注記

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

（1）当該資産除去債務の概要

本社等の不動産賃貸契約に伴う原状回復義務等であります。

（2）当該資産除去債務の金額の算定方法

　使用見込期間を取得から２～30年と見積もり、割引率は0.0％～1.019％を使用して資産除去債

務の金額を計算しております。

（3）当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

11. その他の注記

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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